
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原子力損害賠償実施方針 

 
 
 
 
 
 

関西電力株式会社 

 

制定日 ２０２０年３月３１日  

   
 
 
 
 
 
 



制改定の種類 制改定日 内 容 
制定 ２０２０年３月３１日 ２０２０年１月１日付施行の原子力損害の賠償に

関する法律の改正に伴い、改正法第１7条の２に
基づき、本方針を策定する。 

 



 核燃料物質の原子核分裂の過程の作用または核燃料物質等の放射線の作用も

しくは毒性的作用により生じた損害（以下「原子力損害」といいます。）の賠償

の迅速かつ適切な実施を図るため、「原子力損害の賠償に関する法律」（昭和３６

年法律第１４７号）第１７条の２に基づき、本方針を定めるものです。 
 
 
１．原子力事業者の名称および住所 

事業者 所在地 
関西電力株式会社 大阪市北区中之島３丁目６番１６号 

   
 
２．原子炉の運転等を行う事業所の名称および所在地 

事業所 所在地 
美浜発電所 福井県三方郡美浜町丹生６６号川坂山５番地３ 
高浜発電所 福井県大飯郡高浜町田ノ浦１ 
大飯発電所 福井県大飯郡おおい町大島１字吉見１－１ 

 
３．原子炉の運転等の行為の種類 

事業所 原子炉の運転等の行為の種類 

美浜発電所 

・原子力損害の賠償に関する法律施行令第２条第１号

に定める「熱出力が一万キロワットを超える原子炉の

運転」 
・原子力損害の賠償に関する法律施行令第２条第18号
に定める「核燃料物質等の運搬」 
・原子力損害の賠償に関する法律施行令第２条第19号
に定める「核燃料物質等の運搬」 

高浜発電所 

・原子力損害の賠償に関する法律施行令第２条第１号

に定める「熱出力が一万キロワットを超える原子炉の

運転」 
・原子力損害の賠償に関する法律施行令第２条第18号
に定める「核燃料物質等の運搬」 
・原子力損害の賠償に関する法律施行令第２条第19号
に定める「核燃料物質等の運搬」 



大飯発電所 

・原子力損害の賠償に関する法律施行令第２条第１号

に定める「熱出力が一万キロワットを超える原子炉の

運転」 
・原子力損害の賠償に関する法律施行令第２条第18号
に定める「核燃料物質等の運搬」 
・原子力損害の賠償に関する法律施行令第２条第19号
に定める「核燃料物質等の運搬」 

 
４．原子炉の運転等に係る損害賠償措置の内容 
  別表１のとおり 
 
５．原子力損害の賠償に係る事務の実施方法および当該事務の迅速かつ適切な

実施を図るための方策に関する事項 
（１）賠償に係る事務の実施に当たっての基本的な考え方 
l 被害者の不安軽減や混乱予防などのため、被害に関する相談全般に対して、
適切、丁寧、誠実に最優先で対応することに努めます。 

l 迅速かつ公平に事務を行うことを基本とし、被害者の状況に応じて、柔軟
な対応に努めます。 

（２）被害申出窓口の開設の方針 
l 原子力損害が発生した場合、速やかに周辺住民等からの問い合わせに適切
に対応できるよう、被害申出窓口を開設します。 

l 被害申出窓口は、多数の被害者にとってアクセスのよい場所に開設するも
のとし、損害の規模によっては被害者の利便に配慮した場所に複数開設す

ることを検討します。 
l 被害申出窓口の開設について、インターネット等により広く被害者に周知
するほか、関係地方公共団体の庁舎等において、被害申出窓口の開設を知

らせる資料を配布します。 
（３）被害の申出の受付の方針 
l 原子力損害が発生した場合、速やかに問い合わせ先および被害申出書等の
案内書類を作成し、周辺住民等からの問い合わせに適切に対応できるよう

にします。 
l 被害明細書の記入方法や添付すべき具体的な証拠書類について、被害者間
の公平性や手続きとしての適正性の維持に配慮しつつ、状況に応じてでき

る限り負担を軽減する方策を検討するなどし、丁寧に対応します。 
 
 



（４）被害額の算定等の交渉と賠償金の支払の方針 
l 被害者との協議に当たっては、事実関係、因果関係、被害額の算定等につ
いて、合意を積み重ねていくことを基本とします。 

l 被害申出窓口は、被害者と最終的な合意に至ったときは、多数の被害者と
の関係で適切な経過管理が必要であることから、原則として示談書を締結

後、被害者に速やかに支払うものとします。 
l 示談書の締結は、原則として、すべての被害について被害額全額が確定し
た後に行います。ただし、被害者は、賠償交渉の進捗状況等に応じて、そ

の時点で確定した損害について、示談書を取り交わした上で支払いを受け、

後に残余分を請求することができます。 
l また、損害賠償の支払いを受けた後、新たな損害が判明した場合も同様と
します。 

（５）賠償の迅速性および柔軟性の確保の方針 
l 迅速かつ適切な賠償のため、社内規定などにおいて具体的な業務処理方法
および役割分担などを含む運用の細目をあらかじめ定めます。 

l 原子力損害が発生した場合、損害状況に応じて、社内の体制の確保に努め
ます。また、賠償手続きを進めるため、速やかに社外の関係箇所とも調整

します。 
l 賠償交渉の進捗状況等に応じて、文部科学省および日本原子力保険プール
（以下、総称して「保険者」といいます。）と協議のうえ、国の仮払資金貸

付制度を必要に応じて利用した仮払いを検討します。 
 
６．原子力損害の賠償の実施に関する情報の管理方法に関する事項 
l 被害者や被害内容、連絡先等の情報について、関係法令等に則って取得、
管理および提供を行います。 

l 被害者への案内や賠償までの経過の記録および管理のためのデータベー
スシステム等を準備し、適正に更新するとともに、保険者と適宜、情報共

有します。 
 
７．原子力損害の賠償の実施に関する国、保険者およびその他関係機関との連絡

調整に関する事項 
l 平常時から、担当箇所を定めたうえで、保険者や関係地方公共団体と連絡
先を共有します。 

 
 
 



８．原子力損害賠償紛争審査会による和解の仲介が行われた場合における紛争

の解決を図るための方策に関する事項 
l 和解仲介手続を利用すべく被害者側から申立てがあった場合、当該制度に
かかる諸規定に則り、誠実かつ適切に対応します。 

l 当該和解仲介手続において和解案が提示された場合、和解案を尊重しつつ
検討するとともに、和解仲介の対応等の手続きに当たっては迅速に対応し

ます。 
 
９．原子力損害賠償紛争審査会による指針が定められた場合における自主的な

紛争の解決を図るための方策に関する事項 
l 原則として、国の原子力損害賠償紛争審査会で策定される指針を参考とし
ながら、事実関係や因果関係、被害額の算定等の各争点について、迅速に

合意を積み重ねていくこととします。 
l 上記指針により範囲の判定がされていない損害に対する賠償への対応に
ついても、適切、丁寧、誠実に対応します。 

 
１０．原子力損害賠償実施方針に関する問い合わせ先 
関西電力株式会社 

 ＴＥＬ：０６－６４４１－８８２１（代表） 
 ※土日祝日および１２月２９日～１月３日を除く８：５０～１７：３０ 

 
以 上 



別表１

原子力の運転等の行為の種類 損害賠償措置の種類
損害賠償措置の承認の申請書に
記載している当該措置により

うめることができる原子力損害の範囲

原子力損害の賠償に充てる
ことができる金額
（賠償措置額）

原子力損害賠償責任保険契約

保険証券記載の施設において保険期間中に発生した
事故により原子力損害が生じたことを理由とする法
律上の損害賠償責任を負担することによって被る損
害。ただし、次に掲げる（１）～（４）の原子力損
害を除く。
（１）地震、噴火又は津波によって生じた原子力損
害
（２）正常運転によって生じた原子力損害
（３）事故発生日から１０年経過後、被保険者に損
害賠償請求が行われた原子力損害
（４）被保険者の故意、その他保険証券・約款に記
載された免責事由によって生じた原子力損害

1,200億円

原子力損害賠償補償契約

契約証書記載の原子炉の運転等により与えた原子力
損害で次に掲げるもの。
（１）地震、噴火又は津波によって生じた原子力損
害
（２）正常運転によって生じた原子力損害
（３）その発生の原因となった事実に関する限り責
任保険契約によってうめることができる原子力損害
であって、当該事実があった日から１０年を経過す
る日までの間に被害者から賠償の請求が行なわれな
かったもの（当該期間内に生じた原子力損害につい
ては、被害者が当該期間内に賠償の請求を行なわな
かったことについてやむをえない理由がある場合に
限る。）

1,200億円

原子力損害賠償責任保険契約

保険証券記載の核燃料物質等の輸送中に当該核燃料
物質等により発生した事故による原子力災害が生じ
たことを理由とする法律上の損害賠償責任または保
険証券記載の契約上の損害賠償責任を負担すること
によって被る損害。ただし、次に掲げる（１）～
（４）の原子力損害を除く。
（１）地震、噴火又は津波によって生じた原子力損
害
（２）正常運転によって生じた原子力損害
（３）事故発生日から１０年経過後、被保険者に損
害賠償請求が行われた原子力損害
（４）被保険者の故意、その他保険証券・約款に記
載された免責事由によって生じた原子力損害

40億円

原子力損害賠償補償契約

契約証書記載の原子炉の運転等により与えた原子力
損害で次に掲げるもの。
（１）地震、噴火又は津波によって生じた原子力損
害
（２）正常運転によって生じた原子力損害
（３）その発生の原因となった事実に関する限り責
任保険契約によってうめることができる原子力損害
であって、当該事実があった日から１０年を経過す
る日までの間に被害者から賠償の請求が行なわれな
かったもの（当該期間内に生じた原子力損害につい
ては、被害者が当該期間内に賠償の請求を行なわな
かったことについてやむをえない理由がある場合に
限る。）

40億円

原子力損害賠償責任保険契約

保険証券記載の核燃料物質等の輸送中に当該核燃料
物質等により発生した事故による原子力災害が生じ
たことを理由とする法律上の損害賠償責任または保
険証券記載の契約上の損害賠償責任を負担すること
によって被る損害。ただし、次に掲げる（１）～
（４）の原子力損害を除く。
（１）地震、噴火又は津波によって生じた原子力損
害
（２）正常運転によって生じた原子力損害
（３）事故発生日から１０年経過後、被保険者に損
害賠償請求が行われた原子力損害
（４）被保険者の故意、その他保険証券・約款に記
載された免責事由によって生じた原子力損害

240億円

原子力損害賠償補償契約

契約証書記載の原子炉の運転等により与えた原子力
損害で次に掲げるもの。
（１）地震、噴火又は津波によって生じた原子力損
害
（２）正常運転によって生じた原子力損害
（３）その発生の原因となった事実に関する限り責
任保険契約によってうめることができる原子力損害
であって、当該事実があった日から１０年を経過す
る日までの間に被害者から賠償の請求が行なわれな
かったもの（当該期間内に生じた原子力損害につい
ては、被害者が当該期間内に賠償の請求を行なわな
かったことについてやむをえない理由がある場合に
限る。）

240億円

原子力損害の賠償に関する法律施行令第
２条第１号に定める「熱出力が一万キロ
ワットを超える原子炉の運転」

原子力損害の賠償に関する法律施行令第
２条第18号に定める「核燃料物質等の運
搬」

原子力損害の賠償に関する法律施行令第
２条第19号に定める「核燃料物質等の運
搬」

原子炉の運転等に係る損害賠償措置の内容


